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本日の内容

• はじめに
獣医学教育改善運動の黎明期

第一期から第三期の概要

• 獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議
• 獣医学共用試験・調査・準備・委員会
• 獣医系大学間獣医学教育支援機構
• むすびに



獣医学教育改革の歴史

年代 全国協議会
唐木先生（２００５）

日本獣医師会 本講演
（２０２２）

黎明期 １９５０〜１９７０年

第１期 １９７１〜１９９０年 １９７０〜１９９０年 １９７１〜１９９０年

沈黙の６年間 １９９１〜１９９６年

第２期 １９９７〜２００４年 １９９７〜２００１年 １９９７〜２００７年

第３期 ２００１〜２００７年 ２００８年〜

第４期 ２００７年〜

獣医学教育改革の黎明期（1950〜1970）
１）昭和25年から「獣医学教育の年限延長」の要請を再三に渡り文科省に行った
２）昭和27年に北大獣医学科が農学部から独立し、獣医学部が設置許可された

田中良夫 (1984)   談話室 新獣医学教育制度に寄せる期待と疑問(I-III) 日本獣医師会誌 37：681−691, 754-759, 814-821
唐木英明 (2005)   解説・報告 獣医学教育改革運動の反省と今後 日本獣医師会誌 58：148−151,
五十嵐幸男 (2006) 私の歩んだ日本獣医師会の24年と今後の期待 日本獣医師会誌 59：1月号−7月号
大森伸男 (2007)   解説 獣医師の需給政策としての入学定員の存在 日本獣医師会誌 60：71-78.
大竹修 獣医学の狩人たち 大阪公立大学共同出版会 2020
獣医学教育改善ホームページ 1999-2003  2003-2009



黎明期：戦後GHQによる教育改革

• 戦後、GHQによる教育改革により、昭和22年に教
育基本法と学校教育法が公布され、同年4月から
６・３・３・4年の新しい教育制度が開始された。

• GHQからは医学・歯学とともに獣医学の修業年限
も6年制を勧告されたが、残念ながら、獣医学は
その機運には至らないとの理由で6年制移行へ
の機会を逸してしまった。

それでは、

「獣医学教育改革」の活動は、いつ頃から始まった
か？



改善運動の黎明期
昭和25年〜昭和45年（1950〜1970）

• 昭和25年 日本獣医師会獣医事審議会(会長越智勇一)から中央
教育刷新審議会に対し「獣医学教育の年限延長」を要請

• 昭和26年 中教審からの要請に対する回答（日本獣医師会宛）「4
力年では不十分と認められるが、現下の情勢ではやむを得ない
ので当分4力年とする」

• 昭和37年 日本獣医師会獣医事審議会(会長越智勇一)から中教
審に「教育年限の延長」を要請

• 昭和45年 日本獣医師会獣医事審議会(会長越智勇一)は中教審
に「獣医学教育年限の延長」を要望

文部省・中央教育刷新審議会に昭和25年、昭和37年、昭和45年と
計3回の要請を、獣医事審議会・会長越智勇一先生が行った。



余談 北大獣医学部の設置
昭和２４年から交渉が始まり、２７年設置許可

• 昭和24年夏 山極三郎教授・平戸勝七教授が島農学部長に相談
• 昭和24年9月 北大農学部教授会は獣医学部分離独立案を決議

• 東大・越智教授 「獣医学科の充実、拡充は心から賛成なので出来
る限り協力するが、考え方が根本的に異なり、学部創設には協力で
きないばかりでなく反対であり、その考え方を止めるように」と忠
告。

• 平戸は再三上京して、確固たる信念で粘り強く折衝を続け、最終的
に越智は、北海道は内地と事情がかなり異なっており、我が国での
農業が最も畜産的なところがあるので、獣医学会、獣医師会を代表
して側面協力の形で平戸の主張を入れるように文部省へ話しをした
のでした。

• 昭和 27 年(1952） 北大獣医学部設置
• 平戸勝七教授 将来は獣医学教育も医学部並みに6 年制にしなけ
ればならないが、学部設置はその第一歩であった。

• 引用：日本の近代獣医学史 大竹修 動物臨床医学 25(4)153-156, 2016
-北大に獣医学部を創った微生物学者 平戸勝七 -



黎明期の偉業



唐木先生の改善運動の区分

• 第１期 １９７１〜１９９０年

• 沈滞の６年間 １９９１〜１９９６年

• 第２期 １９９７〜２００４年

• 第３期

• 唐木英明(全獣協会長) 日獣会誌 58：148～151 (2005)
• 「獣医学教育改革運動の反省と今後」



日本獣医師会の改善運動の区分

• 第Ⅰ期（昭和４５年〜平成２年） 1970-1990
• 教育年限の延長から大学院連合獣医学研究科の設置まで

• 1991-1996
• 第Ⅱ期（平成９年〜１３年） 1997-2001
• 団体、大学、文部科学省等における獣医学教育改善目標の設定

• 第Ⅲ期（平成１３年〜１９年） 2001-2007
• 獣医学教育改善に向けての外部評価取り組みの検討

• 第Ⅳ期（平成２０年以降） 2007-
• 高度専門職業人養成課程としての獣医学教育改善等の方策の検討



第１期
昭和46年〜平成2年（1971〜1990）

• 昭和46 年 日本学術会議(会長越智勇一「獣医学修業年限延長について（勧告）」
• 昭和47 年 農林省畜産局長：獣医学教育年限延長を文部省大学学術局長に要望
• 昭和49 年 文部省獣医学視学委員会「獣医学教育年限の延長について」とりまとめ
• 昭和50 年 文部省：獣医学教育の改善に関する調査研究会議が発足
• 昭和51 年 同会議：修士課程積上方式による6 年制教育実施を文部省大学局長に報告
• 昭和52 年 同会議：修士課程積上方式による6 年制教育の基準の取りまとめ
• 昭和54 年 同会議：学部6 年制教育実施に際しての規模と配置を文部省大学局長に報告
• 昭和58 年 同会議：学部6 年制教育が実施できるよう文部省大学局長に報告
• 昭和58 年 獣医学教育の修業年限が延長及びこれに伴う設置基準」を大学設置審議会に諮問
• 学部6 年制教育と博士課程の4 年制の実施等を答申

• 平成元年 文科省 大学院設置基準改正 獣医学博士課程の修業年限を4 年に変更
• 平成２年 文科省「緊急避難的処置」として、連合獣医学研究科の設置

昭和52 年 国会 獣医師法（第12 条）が改正
国家試験受験資格を修士修了者に変更

昭和53 年 獣医師法第12 条の改正施行 (昭和53 年入学者から適用)
昭和58 年 国会 学校法改正 獣医学履修年限を６年に変更
昭和59 年 昭和59 年度入学者から獣医学６年制教育となる（学士）

越智先生(1902-1992)なくしては、獣医学教育６年制はなかった！
勧告：日本学術会議会長より内閣総理大臣に対して、手交



第１期の成果 ６年制改革達成！
昭和46年〜平成2年（1971〜1990）

• 国公立大学獣医学協議会
昭和55 年 「越智試案」

4200 時間の教育・14 講座（当時は9 講座）に増設・学部設置・再編
昭和60 年 「望月３原則」採択

①国立大学の再編整備②現有教員数を基本③学部並以上大学院

• 大学基準協会
昭和61 年 「獣医学教育に関する基準」改訂

18 講座以上教員数72 名以上の最低基準設定
平成 2 年 獣医学教育研究委員会

教育到達目標、到達手段、カリキュラム等の審議

• 平成3〜平成8年（1991〜1996）沈滞の６年間

6年制教育内容・教育環境整備：獣医学科18講座
昭和59年獣医師国家試験から記述式からマークシートの導入

改革の成果



18歳40万人減少
大学が消える

18歳人口は減少、大学数は増加
定員割れ大学は46.4％

2021年度大学数788校(5年前759校)  国立82、公立93、私立592、専門職大学14

６年制移行による
一時的志願者減

15年で20万人減 10年で20万人減
↓

6年で20万人減

1966年丙午
出生数減

動物のお医者さんと第二次ベビーブームの
相乗効果によって男女比逆転と偏差値上昇

① ② ③

1971年から５０年間で大学数・学生数は２倍
定員千人未満の大学が数百消える？

新型コロナで出生数減少が加速



沈黙の６年間（１９９１−９６）
1978 1 昭和５３年 修士積上げ６年制

1979 2 昭和５４年
1980 3 昭和５５年
1981 4 昭和５６年 正規卒業者なし
1982 5 昭和５７年 正規卒業者なし
1983 6 昭和５８年
1984 1 昭和５９年 6年制一貫教育
1985 2 昭和６０年
1986 3 昭和６１年
1987 4 昭和６２年

1988 5 昭和６３年
1989 6 平成１年 ４年制博士課程
1990 1 平成２年
1991 2 平成３年
1992 3 平成４年
1993 4 平成５年
1994 5 平成６年
1995 6 平成７年



第2期 基準・外部評価・独法化
平成9年〜平成19年（1997〜2007）

• 大学基準協会
• 平成 9 年 「獣医学教育に関する基準」改定
• 平成13 年 「獣医学に関する大学院基準」改定
• 全獣協
• 平成10 年 「獣医学教育の充実について」要望書を文部省高等教育局長に提出
• 平成13 年 「獣医学教育の横断的評価のための調査報告」取りまとめ
• 平成13 年 「獣医学教育基準の達成に関する要望書」を各獣医学系大学の学長等に送付
• 全獣農学系学部長会議
• 平成13 年 「獣医学教育の改善のための基本方針」を取りまとめ(喜田宏委員長)
• 国立大学獣医学教育協議会(文科省) 
• 平成16 年 「国立大学における獣医学教育の充実方策」取りまとめ
• 私獣協
• 平成14 年 「私立獣医料大学における獣医学教育の相互評価報告書」(平成6 -12 年)」取りまとめ
• 平成16 年 「私立獣医科大学大学院における獣医学教育・研究の相互評価報告書」取りまとめ
• 平成17 年 「私立大学における獣医学教育充実に関する短期改善目標の達成度調査報告書」
• 科研費 (基盤A 
• 平成11−12 年度 「獣医学教育の抜本的改善の方向と方法に関する研究」実施
• 平成13 -14 年度 「獣医学教育の抜本的改善の方法およびその具体化に関する研究」実施
• 日本獣医師会
• 平成17 年 「獣医学教育改善に向けての取り組みについて」要望書→文科省等
• 平成18 年 「獣医学教育改善に向けての外部評価のあり方中間取りまとめ（案）」公表



第2期・・国立大再編整備の波と壁
平成9年〜平成19年（1997〜2007）

• 平成9年全国協議会を中心に再編整備運動が再燃
• 平成10年西4大学及び東4大学の獣医学関係者が九州大学と東北大学への再編整備を合意
• 平成12年九州大再編検討第1回私的研究会が九州大側8名と西4大学各代表計12名で始まる
• 平成13年 東4大学獣医学関係者は再編先を北大と東大に変更することを確認
• 平成13年九州大学獣医学府設置委員会への委員選出依頼に対して宮崎大，山口大とも拒否．
• 東6大学は，帯畜大，北大，岐阜大グループ，
• 岩手大，東京農工大，東大グループ 教育組織，カリキュラムについて検討開始．
• 九州大に獣医学府設置委員会 山口大が委員をだせば宮崎大も出すとの教授会決議
• 平成14年山口大と鳥取大の2校再編凍結．
• 九州大への宮崎大・山口大の2校先行案に山口大学長反対
• 平成14年宮崎大は九州大への再編以外に道がないことを学長と確認
• 平成14年山口大は新学長が獣医学部創設案提示
• 平成15年 国立大学法人法の成立
• 平成15年若手教員115名が連名で全国協議会長に教育改革の抜本的改革の実現を要望
• 平成15年第1回国立大学における獣医学教育に関する協議開催，その後各大学は様子見に入り改善運動
は停滞

• 平成16年 国立大学は独立行政法人に移行
• 平成16年 第8回文科省協議会関係大学は当面の措置として教員36名を目標に改善
• 獣医学教員の改善の熱意は急速に冷めていった．

国立大学の再編運動：大山鳴動して・・・・・



第２期の「動物のお医者さん世代」は小動物に向かった・・地殻変動

小動物志向への構造変化



18歳40万人減少
大学が消える

18歳人口は減少、大学数は増加
定員割れ大学は46.4％

2021年度大学数788校(5年前759校)  国立82、公立93、私立592、専門職大学14

６年制移行による
一時的志願者減

15年で20万人減 10年で20万人減
↓

6年で20万人減

1966年丙午
出生数減

動物のお医者さんと第二次ベビーブームの
相乗効果によって男女比逆転と偏差値上昇

① ② ③

1971年から５０年間で大学数・学生数は２倍
定員千人未満の大学が数百消える？

新型コロナで出生数減少が加速

第二期

空白の
6年



医歯薬：教育の改善・充実

• 医学教育の改善・充実に関する調査研究協力
者会議（2005−2007）

• 2001年医学歯学モデルコアカリキュラム
• 2006年第一回共用試験開始

• 薬学教育の改善・充実に関する調査研究協力
者会議（2002ー2003）

• 2005年 薬学部6年制開始
• 2009年第一回共用試験開始



医学共用試験導入の経緯

医学教育改革は昭和62年から始まり、平成17年から共用試験開始



3．わが国の大学における医学教育制度の歴史的背景
わが国では，教育能力を開発したり，教育業績を正当に評価したりすることについて，大
学や講座を越えて何らかの系統だった手だてが講じられた形跡がほとんど見あたらず，
大学医学部の教員が教育業務を「研究や診療業務の片手間」あるいは「雑用」と認識し
てしまう土壌を生んでしまったことである． 吉田素文 日内会誌96：2667～2672 2007

路上教習の導入

ペーパードライバー！



第3期・・文科省が協力者会議を設置！

平成20年〜 （2008〜 ）

• 文部科学省
• 平成20 年「獣医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議」設置
• 平成20年12月17日から平成23年3月7日まで11回開催
• 平成23年 「今後の獣医学教育の改善・充実方策に関する報告書」公表
• 平成24年 第２期「獣医学教育・・・・調査研究協力者会議」の設置
• 平成24年3月13日〜平成26年4月24日まで18回開催

• 平成21年7月−23年3月
• 「獣医学教育モデル・コア・カリキュラムに関する調査研究（東京大学）」
• 平成23年3月「獣医学教育モデル･コア･カリキュラム 平成23 年度版」公表
• 平成24年３月 獣医学モデル・コア・カリキュラム（H24版）
• 令和元年３月 獣医学モデル・コア・カリキュラム（R1版）

• 全国大学獣医学関係代表者協議会
• 平成21年12月ー23年3月 獣医学共用試験調査委員会の発足
• 平成22年3月 全国協議会に答申案を提出

医歯薬の改善・充実の活動に沿った流れが始まる





第3期 獣医学教育改革ロードマップの提示！



第3期・・改革工程に沿って
平成20年〜（2008〜）

全国大学獣医学関係代表者協議会（全獣協）
• 平成21年12月 獣医学共用試験調査委員会の設置

獣医学共用試験調査委員会（平成２１−２２年：委員長 高井伸二）
• 平成22年 3月 同委員会「獣医学共用試験に関する答申書」全国協議会に提出
• 平成22年 9月 獣医学共用試験調査委員会終了し獣医学共用試験準備委員会の設置を承認

獣医学共用試験準備委員会（平成２２−２３年：委員長 高井伸二）
• 平成22年11月 16大学委員による準備委員会設置
• 平成23年 3月 全国協議会に６つの部会の設置承認
• ○獣医学モデルコアカリキュラム、○共用試験、○共通テキスト、
• ○産業動物・感染症・公衆衛生共同実習、○第三者評価、○家畜病院
• 平成23年9月 共用試験実施工程（案）の上申 準備委員会終了し共用試験委員会の設置承認

獣医学共用試験委員会（平成２３−２６年：委員長 高井伸二）
• 平成24年4月 獣医学共用試験委員会 6小委員会の設置
• ○vetCBT小委員会、○vetCBT問題内容検討部会、○vetCBT問題フォーマット・マニュアル小委員会、
○vetOSCE準備小委員会、○トライアル実施小委員会、○広報委員会

• 平成24-26年 科研費基盤A:参加型臨床実習生の質の確保のための獣医学共用試験の開発的研究
• 平成25年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システムの検討
• 平成26年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システム・トライアルの実施



答申書では獣医学共用試験の実施は教育改善の手法として必須と結論



• 質の改革
• 獣医学・モデル・コア・カリキュラムの策定
• 見学型から参加型臨床実習への変革
• 獣医師法・第17条のハードルがある
• →共用試験の実施
• 各大学におけるアドバンス教育（大学の特色）

• 量の改革
• 診療参加型臨床実習（小動物・産業動物）の充実
• 公衆衛生・家畜衛生分野の充実

答申の骨子：共用試験と参加型臨床実習



共用試験実施への工程表の提案

平成23年準備委員会で平成28年度（2016)からの実施を決定

年度 教育研究体制の整備
共用試験委員会

,

23 ü９月総会 方針の確認

2011 ü１０月科研費基盤Ａ申請（事業費）

ü１１月準備委員会総会

24 ü共用試験委員会の発足（科研費基盤Ａ）

2012 ü試験問題作成開始 （16大学）

25 ü共用試験実施機構の設立

2013 ü共用試験第一期生（１年） ü第１回CBTトライアル

26 ü第２回CBTトライアル

2014 ü共用試験第一期生（２年） üOSCEトライアル

27 ü第３回CBTトライアル

2015 ü共用試験第一期生（３年） üOSCEトライアル

28
ü共用試験本格実施（4年生後期から）

2016 ü共用試験第一期生（４年）

29
ü参加型臨床実習

2017 ü共用試験第一期生（５年）

30
ü参加型臨床実習

2018 ü共用試験第一期生（６年）



参加型実習の違法性の阻却
• 農水省によるＷＧの設置と検討と通知



同じタイミングで農水省も獣医師法第１７条の違法性の棄却要件を検討



（２０１０）



獣医学教育モデル・コア・カリキュラム

• 獣医学教育モデル・コア・カリキュラムに関する調査研究（東
京大学:尾崎先生） 平成21年7月−23年3月

• 平成23年3月 獣医学モデル･コア･カリキュラム（H23 年版）
• 平成24年３月 獣医学モデル・コア・カリキュラム（H24年版）
• 令和元年３月 獣医学モデル・コア・カリキュラム（R1年版）
• 令和４年４月 令和元年度版の修正版公開



○獣医学生が卒業時まで身につけるべき必須の能力（知識・技能・態度）に関する具体的な到達目標を明示。
○獣医学専門教育課程6年間で教えるべき２／３程度の内容とし、残りは各大学がそれぞれの理念に基づいて独自の
カリキュラムを組む。
○近年の獣医学の進歩や社会的ニーズを考慮して講義科目として５１科目、実習科目として１９科目を選択。ただし、
科目名は例示であり、また単位数（時間数）も大学が独自に割り振る。

○共用試験の出題基準、また大学の自己点検・自己評価あるいは横断的・分野別評価の基準として使用できる。

アドバンス講義科目
（自由に設定）

テーマ式講義などを含む

獣医学モデル・コア・カリキュラム （平成23年3月策定） （概要）

人
文
#社
会
科
学
#生
物
学
#語
学
教
育
-
.
/
教
養
科
目

導入教育 ・ 基礎獣医学教育分野 （１３科目）

病態獣医学教育分野 （７科目）

応用獣医学教育分野 （８科目）

臨床獣医学教育分野 （２３科目）

基礎獣医学（６科目） ・ 病態獣医学（３科目）

総合参加型臨床実習
（１科目）

応用獣医学（４科目）・ 臨床獣医学（５科目）

獣
医
師
国
家
試
験アドバンス実習

（自由に設定）
卒業研究、臨床研究
（研究室配属→研究マインドの涵養）
インターンシップ などを含む

コアカリにとらわれない
自由な教育内容

講義科目

実習科目

学生が自由に選択できる
講義科目（他学科も含む）

総
合
参
加
型
臨
床
実
習
前
の

共
用
試
験

応用分野ではOIEミニマム・コンピテンシーを取り入れる（国際標準）

1 2 3 4 5 6 学年

コア

非コア

学年進行は目安

コアカリにとらわれない
自由な教育内容

コアカリにとらわれない
自由な教育内容

コアカリにとらわれない
自由な教育内容

コアカリにとらわれない
自由な教育内容

コアカリにとらわれない
自由な教育内容



共用試験の出題内容と範囲を規定するのもモデルコアカリキュラム



第3期 vetCBTとvetOSCEの開発
平成20年〜（2008〜）

全国大学獣医学関係代表者協議会（全獣協）
• 平成21年12月 獣医学共用試験調査委員会の設置

獣医学共用試験調査委員会（平成２１−２２年：委員長 高井伸二）
• 平成22年 3月 同委員会「獣医学共用試験に関する答申書」全国協議会に提出
• 平成22年 9月 獣医学共用試験調査委員会終了し獣医学共用試験準備委員会の設置を承認

獣医学共用試験準備委員会（平成２２−２３年：委員長 高井伸二）
• 平成22年11月 16大学委員による準備委員会設置
• 平成23年 3月 全国協議会に６つの部会の設置承認
• ○獣医学モデルコアカリキュラム、○共用試験、○共通テキスト、
• ○産業動物・感染症・公衆衛生共同実習、○第三者評価、○家畜病院
• 平成23年9月 共用試験実施工程（案）の上申 準備委員会終了し共用試験委員会の設置承認

獣医学共用試験委員会（平成２３−２６年：委員長 高井伸二）
• 平成24年4月 獣医学共用試験委員会 6小委員会の設置
• ○vetCBT小委員会、○vetCBT問題内容検討部会、○vetCBT問題フォーマット・マニュアル小委員会、○vetOSCE準備

小委員会、○トライアル実施小委員会、○広報委員会
• 平成24-26年 科研費基盤A:参加型臨床実習生の質の確保のための獣医学共用試験の開発的研究
• 平成25年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システムの検討
• 平成26年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システム・トライアルの実施

獣医学共用試験に向けたロードマップとCBT/OSCE委員会立ち上げが準備委員会の仕事



教育の内部質保証を担保する 3 つの手法と分野別評価

ラーニングアウトカムを
検証する全国共通の試験＝共用試験

「分野別基準と第三者評価」の導入

Solution 1  （教育の質保証）



見学型から参加型臨床実習導入への障壁

Solution 2 （実践力を備えた獣医師養成）

• 獣医師法 第４章 業務（飼育動物診療業務の制限）
• 第17条 獣医師でなければ、飼育動物（牛、馬、めん羊、山羊、豚、
犬、猫、鶏、うずらその他獣医師が診察を行う必要があるものとして
政令で定めるものに限る。）の診療を業務としてはならない。

• 第６章 罰 則
• 第27条 次の各号の一に該当する者は、２年以下の懲役若しくは100
万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

• 1．第17条の規定に違反して獣医師でなくて飼育動物の診療を業務とし
た者

動物に侵襲危害を与える可能性のある

獣医療行為は、違法行為である。

参加型実習における

学生の獣医療行為

違法

違法性阻却事由を

何とするか？



vetCBTとvetOSCEの開発と実施
Solution 3 （獣医学共用試験の実施）

vetCBT （veterinary Computer-based Testing） とは

参加型臨床実習開始前までに修得しておくべき必要不可欠な獣医学的知識を総合的

に理解しているかどうかを評価する試験

vetOSCE （veterinary Objective Structured Clinical Examination）
獣医学生がStudent Doctorとして参加型臨床実習に参画する場合も医療面接や動物の

身体診察の基本的臨床能力を備えていることが必要です。この評価を行うのが

vetOSCEです。



第3期 支援機構の設置
平成20年〜（2008〜）

全国大学獣医学関係代表者協議会（全獣協）
• 平成21年12月 獣医学共用試験調査委員会の設置

獣医学共用試験調査委員会（平成２１−２２年：委員長 高井伸二）
• 平成22年 3月 同委員会「獣医学共用試験に関する答申書」全国協議会に提出
• 平成22年 9月 獣医学共用試験調査委員会終了し獣医学共用試験準備委員会の設置を承認

獣医学共用試験準備委員会（平成２２−２３年：委員長 高井伸二）
• 平成22年11月 16大学委員による準備委員会設置
• 平成23年 3月 全国協議会に６つの部会の設置承認
• ○獣医学モデルコアカリキュラム、○共用試験、○共通テキスト、
• ○産業動物・感染症・公衆衛生共同実習、○第三者評価、○家畜病院
• 平成23年9月 共用試験実施工程（案）の上申 準備委員会終了し共用試験委員会の設置承認

獣医学共用試験委員会（平成２３−２６年：委員長 高井伸二）
• 平成24年4月 獣医学共用試験委員会 6小委員会の設置
• ○vetCBT小委員会、○vetCBT問題内容検討部会、○vetCBT問題フォーマット・マニュアル小委員会、○vetOSCE準備

小委員会、○トライアル実施小委員会、○広報委員会
• 平成24-26年 科研費基盤A:参加型臨床実習生の質の確保のための獣医学共用試験の開発的研究
• 平成25年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システムの検討
• 平成26年 共用試験実施準備：CBT/OSCE問題、試験システム・トライアルの実施

共用試験の実施母体として獣医学教育支援機構が立ち上がった



獣医学と先行分野のとの違い
事業規模が圧倒的に小さい！→運営費?!

医学 歯学 薬学 獣医学

共用試験
実施主体

(社)医療系大学間共用
試験実施評価機構

NPO法人・
薬学共用試験
センター

獣医学
共用試験
機構（仮）

参加大学 80大学 29大学 66大学 16大学

参加学生数 7800名 2200名 9400名 1000名

事業規模 5億6千万 3億8千万 ？

同様な共用試験実施貧乏でも出来る共用試験



会員数 医学歯学・111大学
年間予算 7億5千万余円

世界医学教育連盟（WFME）
の国際基準をふまえて医学
教育プログラムを公正かつ
適正に評価することを目的



会員数 薬学・77大学
年間予算 3億円位？



私⽴協議会

国公⽴協議会

コアカリキュラム検討⼩委員会

部会
（委員会）

全国協議会事務局

共通テキスト編集委員会獣医学教育⽀援機構

vetESO

獣医学関連組織図(伊藤茂男先生案)
20150316

広報委員会

動物診療施設⼩委員会

共⽤試験委員会

全国協議会

獣医学教育改⾰委員会

⽇本獣医学会
(理事会）

教育評価検討⼩委員会



機構の役割（定款第5条）
• （事業の種類）
第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に
係る事業として、次の事業を行う。
（1） 獣医系の大学等の共用試験の実施及び評価に関する事業
（2） 共用試験の問題、課題及び成績等の管理に関する事業
（3） 共用試験の内容及び方法の改善を図るための組織的な研究及び研
修に関する事業
（4） 獣医系の大学等における教育内容とその評価の発展充実を図るた
めの学術研究活動・研修事業・啓蒙・普及活動等の実施並びに資料収
集及び公開・提供等に関する事業
（5） 獣医系の大学等における上記事項の連絡調整に関する事業
（6） その他目的を達成するために必要な事業

NPO法人として、受験料は共用試験関連事業費にしか使えない！
他の事業運営には、別の財源が必要！
賛助会員（一口3万円/年） を広く募集しております。
ご支援を宜しくお願い申し上げます！



改善運動第3期 共用試験の開始
平成20年〜（2008〜）

特定非営利活動法人（NPO）獣医系大学間獣医学教育試験機構
平成27年(2015)  ７月 獣医学教育試験機構の設立（理事長・髙井）
平成28年(2016) ４月 獣医学共用試験 第１回実施年度システム準備
平成29年(2017) 2-8月 平成28年度第1回獣医学共用試験実施
平成30年(2018) 2-8月 平成29年度第2回獣医学共用試験実施
平成31年(2019) 2-8月 平成30年度第3回獣医学共用試験実施
令和２年(2020) 2-8月 平成31年度第4回獣医学共用試験実施
令和３年(2021) 2-8月 令和２年度第5回獣医学共用試験実施
令和４年(2022) 2-8月 令和３年度第6回獣医学共用試験実施
令和５年 (2023) 2-8月 令和4年度第6回獣医学共用試験実施予定

支援機構は2015年7月に設置され、2022年に8年目（第9期）を迎えた
財政基盤が不十分な設立前後の時期から、新型コロナウイルス感染症
による移動制限によって、結果的に財政基盤が安定となった
関係者には多大なご尽力を頂きました。改めて、厚く御礼申し上げます。



教育組織改革



教育組織改革



第3期 国立大・共同学部・学科
平成20年〜（2008〜）

• 2010  宮崎大学医学獣医学総合研究科（博士課程）設置
• 2012  北海道大学・帯広畜産大学 共同教育課程設置
• 山口大学・鹿児島大学 共同獣医学部設置

• 東京農工大学・岩手大学 共同獣医学科設置

• 2013  岐阜大学・鳥取大学 共同獣医学科設置

• 2022   大阪公立大学 獣医学部設置

教育研究体制の整備：国立大の再編整備はこれからどう進むか？

１８才人口の減少→国立大学本体の再編？
私立大の定員割れ→消える大学



• 私学は自助努力で
教育組織と教育研究環境を整備した。

第3期 私立大学は・・

平成20年〜（2008〜）



共用試験に至るまでの経緯（まとめ）

• 獣医学共用試験調査委員会 (2009.9月)
（委員長：高井伸二教授）

• 全国獣医学協議会に答申書を提出 （2010.3月)
実施に向けて準備員会を設置することを決議

• 獣医学共用試験準備委員会活動開始 （2010.8月）
• 獣医学共用試験委員会発足(2012.3月)
• NPO獣医学教育支援機構発足(2015.7月)
• 第一回獣医学共用試験（2016.2月）

臨床実習前学生の客観的な質保証において、

「 何かを選ばなければならない中での１つの選択肢 」



第3期の成果
平成20年〜令和4年（2008〜2022）



分野別第三者評価に獣医学も！



大学設置基準ではない！

第三者評価のための基準
「獣医学教育に関する基準」も改定された！



獣医学教育改善と充実のコンセプトと役割

各大学における活動・事業 全獣協・支援機構における活動・事業

必要とする教員数の確保
教育研究・診療施設の充実

特に、臨床教育・
公衆衛生・家畜衛生教育の充実

教育連携

共同学部（学科）

再編・統合

モデル・コア・カリキュラム
共通テキスト事業

共用試験
（CBT, OSCE）

各大学の
カリキュラム改革

参加型臨床実習



機構の歴史
第１期

2015年7月3日〜2016年6月30日
第２期

2016年7月1日〜2017年6月30日
第３期

2017年7月1日〜2018年6月30日
第４期

2018年7月1日〜2018年9月30日

共用試験Ｂ日程（5年生前期）が年度を
跨ぐことを解消するため、年度の開始を
10月に変更した。

第５期
2018年10月1日〜2019年9月30日
第６期

2019年10月1日〜2020年9月30日
第７期

2020年10月1日〜2021年9月30日
第８期

2021年10月1日〜2022年9月30日
第９期

2022年10月1日〜2023年9月30日

共用試験の実績
第１回 ２０１７年２月〜８月
第２回 ２０１８年２月〜８月
第３回 ２０１９年２月〜８月
第４回 ２０２０年２月〜８月
第５回 ２０２１年２月〜８月
第６回 ２０２２年２月〜８月



(事業の種類)
第5条この法人は、第3条の目的を達成するた
め、特定非営利活動に係る事業として、次の事業
を行う。
(1) 獣医系の大学等の共用試験の実施及び評価
に関する事業
(2) 共用試験の問題、課題及び成績等の管理に関
する事業
(3) 共用試験の内容及び方法の改善を図るため
の組織的な研究及び研修に関する事業
(4) 獣医系の大学等における教育内容とその評価
の発展充実を図るための学術研究活動・研修事
業・啓蒙・普及活動等の実施並びに資料収集及び
公開・提供等に関する事業
(5) 獣医系の大学等における上記事項の連絡調
整に関する事業
(6) その他目的を達成するために必要な事業

国際水準の獣医学教育の提供

実践力を備えた獣医師の養成

基礎・応用生命科学の研究者

機構の定款





18歳人口は減少、大学数は増加
定員割れ大学は46.4％

2021年度大学数788校(5年前759校)  国立82、公立93、私立592、専門職大学14

６年制移行による
一時的志願者減

15年で20万人減 10年で20万人減の予想
↓

6年で20万人減となった

1966年丙午
出生数減

動物のお医者さんと第二次ベビーブームの
相乗効果によって男女比逆転と偏差値上昇

① ② ③

1971年から５０年間で大学数・学生数は２倍
定員千人未満の大学が数百消える？

新型コロナで出生数減少が加速

共用試験



過去を振り返り、現在に至る
• 自己点検と外部評価
• 獣医学共用試験
• 獣医学支援機構
• 獣医学教育改善運動

未来への検討
• 人口縮小社会にどのように向かうのか？
• 10年後に訪れる18歳人口100万人から80万人への激変は、
獣医師養成のあり方と獣医師の需給問題を含めて、極め
て、難しい問題に直面する

• 既に、カウントダウンに入っているが、全国協議会・獣医学
会・教育支援機構が、直面する課題を整理し、未来予測す
べき時であることを、結びとしてお伝えしたい。



第四期の始まりは共用試験開始年か？

年代 全国協議会
唐木先生（２００５）

日本獣医師会 本講演
（２０２２）

黎明期 １９５０〜１９７０年

第１期 １９７１〜１９９０年 １９７０〜１９９０年 １９７１〜１９９０年

沈黙の６年間 １９９１〜１９９６年

第２期 １９９７〜２００４年 １９９７〜２００１年 １９９７〜２００７年

第３期 ２００１〜２００７年 ２００８年〜２０１６

第４期 ２００７年〜 ２０１７〜

獣医学教育に関する研究の充実・発展ならびにその成果の普
及・評価・点検を目的とした獣医学教育学会の立ち上げも必要
ではないか？



To be continued


